




























阿部美哉訳、『国際宗教ニュ ー ズ」1972年5 • 6号、4 -87頁）や “The Allied 




す）がある。 また 、同会議の概要を記したものとして、 西高辻信貞著『クレア
モクト大学神道会議に出席して』がある。
しかし、 この他に、“PROCEEDINGS of the CONFERENCE ON SHINTO 
SINCE 1945, September 12 -16, 1965". Sponsored by THE BLAISDELL 















かとのことだった。 しかも 、 ウッダー ド は当時クレアモントに住んでおり、同
研究所にもしばしば出入りしていたので、編集の過程で自分の原稿に手を入れ
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2. は、適宜、「 」や『」に改めた。 なお、 がない場合で訳
者の判断で「 」をつけたところがある（宣言や指令など）。
3. 原文を示す場合には＜ ＞を用いた。

































































（その他に方法があっただろうか？） （ 3) キリスト教以外の宗教に対する SC









や いく人かの教育課<Education Division>の人々に助言を求めた。 CIE
の外部では、岸本英夫博士たちに助言を求めた。しかしながら、決定を下した







W•P•ウッダ ー ド「占領と神社神道」の原文と翻訳 （新田）
人かの人々を、 私は個人的に知っている。そして、明らかに、少なくとも、一
つの例として、神社は爆撃されるべきであると主張したアメリカの宗教雑誌が
あった。しかしながら、そのようなグル ー プは少数グル ー プの中に多く、極小
















































































































な関係のある用語の公文書における使用、 （ 4) 公費によって全面的に、ある
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Kaku tai Shi to>、あるいは、帝国神道<Imperial Shinto>というような用
語を用いるならば、問題は非常に明確になると思われる。そうすれば、国家神












課に対して宗教法人令<the Religious Corporations Ordinance>の改正を
要求した時、 （2)神社本庁<the Association of Shinto Shrines>が日本
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W•P•ウッダ ー ド「占領と神社神道」の原文と翻訳 （新田）















Religious Juridical Persons Law>に置き換えられた時、新法の起草に当たっ
て文部省の宗務課と協議する立場にあった宗教課の特別企画・調査係員は、 神
社がそれを望むならば、民法の下における法人となることが許されるべきであ
ると主張した。その結果、 「当分の内」神社や寺院には民法上の法人となる資
格がないと規定した民法施行法第二十八条は廃止された。しかし、この機会を
誰も利用しなかった。確かに、これが可能なことであると知っていた神社の指
導者はほとんどいなかったが、それが宗教課の責任であったとは言い難い。主
な理由は、文部省の官吏がこの考えを認めず、神社にそれを説明しなかったか
らであった。
今、ある神社がその法人としての地位を変更しようとすればどうなるのか、
私には分からない。しかし、そうしようとしてはならない理由は存在しない。
東京ユニオン・チャ ー チは民法の下で法人となり、常にそうであり続けている。
ほかにもいくつかの例があるかもしれない。
論じたいことは他にもたくさんあるが、これが与えられた時間内で私ができ
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I, 
ることのすべてである。
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